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児童保育研究科　児童保育専攻
Ⅰ　はじめに
　本論考は、幼児期の体力・運動能力に関する先行研究
から、幼児の運動能力を調査する方法としてどのような
調査項目が使用されているのか、また運動能力をどのよ
うに測定・評価しているのかを分析し、運動能力がどの
ように捉えられているのかを検討することを目的とした
レビュー論文である。
　1964 年から文部省（現文部科学省）が体力および運動
能力の現状を明らかにするため、６歳から 59 歳を対象と
した体力・運動能力調査、いわゆる「スポーツテスト」
を開始した
27）
。しかしそれらは、就学後の国民を対象と
したものであり、就学前の幼児は対象外であった。そこ
で杉原らが 1966 年から就学前の幼児を対象に同様の調
査を開始している
37）
。杉原らの報告では、1985 年頃ま
では幼児の体格および体力・運動能力は上昇傾向にあっ
たとしているが、1997 年まで全ての項目で低下してきて
いると報告しており、現在も大きく改善したとは言い難
い。また、就学後を対象とした調査は種目の変遷はある
ものの、1964 年以降継続的に実施されているが、就学前
の幼児を対象とした継続的な運動能力調査は、渉猟し得
た限りでは杉原らの５年から 10 年のスパンで実施した
調査のみである
36）
。さらに、幼児期の体力・運動能力を
どのような視点で捉えるかも明確ではなく、今後は発育
発達の特性を加味して検討していく必要があると考えら
れる。保育現場でも幼児の体力・運動能力低下に関する
課題が挙げられているが、保育者を対象とした調査では、
体力とは体力測定で測定するような、走・跳・投といっ
た力ではなく、「姿勢保持ができる力」「こけた時に手で
自分の体を支えることができる力」「長時間歩くことが
できる力」といった基礎的な力と、自分の体の使い方に
関する項目を体力として重要視していることが報告され
ている
18）
。保育現場の保育者が考える体力とは、数値化
が容易な身体的要素のみではなく、日常生活に必要な動
きの獲得であると推察できる。
　文部科学省（2012）『幼児期運動指針』
28）
によると、
「主体的に体を動かす遊びを中心とした身体活動を、幼
児の生活全体の中に確保していくことは大きな課題」で
あり、その解決策として「幼児は様々な遊びを中心に、
毎日、合計 60 分以上、楽しく体を動かすことが大切」と
示されている。そして、具体的なポイントとして次の３
点を提案している。
　①　 多様な動きが経験できるように様々な遊びを取り
入れること
　　　 「体のバランスをとる動き」「体を移動する動き」
「用具などを操作する動き」
　②　楽しく体を動かす時間を確保すること
　③　発達の特性に応じた遊びを提供すること
〔研究ノート〕
　本論文の目的は幼児の運動能力に関する国内の研究について、2000 年から 2018 年に発表されたものを分析
し幼児の運動能力がどのように捉えられ評価されてきたのかを明らかにすることである。先行研究の動向をみ
ると運動能力とその他の要因の関係性を検討した研究、運動能力の構造解明を目的とした研究、運動能力の測
定と評価方法を検討した研究、子どもの運動能力の年次推移を検討した研究の４つの視点から検討することが
できた。また、運動能力の測定項目は、就学後に実施されている体力テストとは違い測定項目が統一されてい
ないことが明らかとなった。幼児を対象とした運動能力に関する全国統一調査の実施は発育発達の観点からも
困難であるといえる。今後の課題として、幼児期の発達特性を踏まえた「動きの経験値を測る評価項目」の作
成が望まれる。
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　このように、「様々な遊びの中で、楽しく体を動かす
遊びや多様な動きを体験する」ことが幼児期に大切にさ
れている。しかしながら、その動きは多様であるがため
に、それらの動きすべてを可視化し、測定することは難
しい。
　そこで本研究では、幼児期の体力・運動能力に関する
先行研究を踏まえて、とくに 2000 年代以降の研究動向
を整理することを通して、「幼児の運動能力を調査する
測定項目」「測定・評価の方法」「幼児の運動能力がどの
ように捉えられているのか」等について動向と課題につ
いて検討を行う。
Ⅱ　文献の選択および分類
　データベースとして CiNii（国立情報研究所論文情報ナ
ビゲーター）を利用し、タイトルに「幼児」「運動能力」
が入っている論文を検索した。もっとも古い刊行物が収
録されている 1944 年から、2018 年までに刊行された 826
件の文献が検出された。そこから、① 2000 年以降のも
の　②論文の形態をとっていること　③研究対象が幼児
であること　④研究対象の幼児が特別な支援を受けてい
ないことを条件として再検索した結果、213 件が抽出さ
れた。また 213 件の抽出論文を、①学会誌投稿論文（52
件）②大学紀要論文（138 件）③専門雑誌記事（18 件）
④年報（５件）と４つの形態に分類した。
　それらの中から、本論考では学会誌に投稿された原著
論文 29 件を分析に利用した。
　また、1999 年以前の幼児の体力 ･ 運動能力に関する研
究は、村瀬ら
23）
によって明らかにされているため、今回
の論文では 2000 年以降の論文に焦点を当てて調査を実
施する。
Ⅲ　対象文献の概要
　ここでは、対象文献の概要を、「１．掲載雑誌に関する
検討」「２．４つの視点からみた研究動向」の２つのパー
トに分け、さらに後者を、「運動能力とその他の要因の関
係性を検討」「運動能力の測定と評価方法の検討」「運動
能力の構造解明」「運動能力の年次推移」といった４つの
視点から整理を行う。
１．掲載雑誌に関する検討
　掲載されていた学会誌は、「発育発達研究」９件
（31.0％）、「幼少児健康教育研究」６件（20.7％）、「日本
生理人類学誌」３件（10.3％）、「体育測定評価研究」２
件（6.9％）、「東海保健体育科学」２件（6.9％）、「教育医
学」「体力科学」「スポーツ健康科学研究」「ヘルスプロ
モーション理学療法研究」「身体運動文化研究」「保育学
研究」「民族衛生」は各１件ずつ（3.4％）であった。体
育や健康、保健や医療という分野が多く、保育を専門と
するものは、「保育学研究」の１件（3.4％）のみであっ
た。
　またこれらの論文を、内容から検討すると、「運動能
力とその他の要因の関係性を検討」19 件（65.6％）、「運
動能力の測定と評価方法の検討」４件（13.8％）、「運動
能力の構造解明」３件（10.3％）、「運動能力の年次推移」
３件（10.3％）といった４つの視点に分類することがで
きた。
２．４つの視点からみた研究動向
（１）運動能力とその他の要因の関係性（表１）
　2000 年代以降の先行研究を概観すると、運動能力を単
に測定したものではなく、「運動能力と歩数の関係」「運
動能力と Body Image の関係」「母親の運動経験や活動量
との関係」「言葉の量的特性との関係」など、他の要因と
の関連性が検討されている。
ア：歩数と運動能力との関係
　秋武ら
１）
は、歩数と運動能力との関係を調査し、歩数
と運動能力には関連があるとしている。さらに運動能力
テストで平均より高い評価を得るためには、平日の歩数
で、男児 14685.4 歩、女児 12419.0 歩が必要であるとし、
休日では男児 11384.4 歩、女児 10398.0 歩が必要であると
した。また活動量としては、平日では男児 24.1 分、女児
18.5 分、休日では男児 21.4 分、女児 17.1 分が必要として
いる。長谷川ら
７）
は同様の調査から、身体活動量の多い
子どもは少ない子どもに比べて、体力・運動能力が高い
傾向にあり、中でも握力や立ち幅跳びでは、男女児とも
有意な差が生じるという知見を得ている。この２つの調
査から、子どもの体力・運動能力向上のためには、幼児
期から歩数を確保し、身体活動量を高めていくことが重
要であると考えられる。
イ：運動能力と Body Image の関係
　田中
39）
は、幼児の Body Image と運動能力との関係を
調査しており、運動能力が高い幼児ほど Body Image 得
点が高く、身体部位の認知が高いとともに、自己の Body 
Image をしっかりと確立していることを明らかにしてい
る。さらに Body Image の形成は年齢とともに増加して
いく傾向があり、発達差が明らかであると述べている。
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ウ：ラダー運動と運動能力との関係
　内田ら
41）
は、内発的動機づけを重視したラダー運動
遊び群・サーキット遊び群と、指導者が関与しない自由
遊び群が、体力 ･ 運動能力向上に与える影響について検
討している。内発的動機づけを重視したラダー運動遊び
群やサーキット遊び群が自由遊び群よりも高い値であっ
た項目は、25m 走、立ち幅跳び、跳び越しくぐりといっ
た「体を移動する動き」と、捕球といった「用具を操作
する動き」であったとしている。また、宮口ら
25）
は、幼
児用に開発された “ チビラダー ” を用いて、ラダー運動
の成熟度と運動能力との関係を調査し、各運動課題の成
熟度と運動能力の間に有意な差が認められたと報告して
いる。特に、グーパージャンプという運動課題が、運動
能力に及ぼす影響が強いと指摘している。
エ：母親の運動経験や活動量との関係
　井上ら
11）
は、母親の運動経験や活動量が幼児の運動量
や運動能力に影響があるかを調査し、母親の運動歴が母
親自身の歩行量に影響し、その母親の活動性が子どもの
歩行量に反映し、結果的に子どもの運動能力にも影響す
る可能性を示唆している。
オ：言葉の量的特性との関係
　小椋ら
33）
は、幼児の自由遊び時に発する言葉の量的特
性と運動能力との関連を調査している。その結果、運動
能力が高い幼児は、自己主張的な発話をする中でも、仲
間と積極的にコミュニケーションをとり、ルールのある
遊びの中でプレイ・リーダーのように遊びをリードし、
コーディネートする発話やルールを作り出そうとする
リーダー的な発話をしていた。一方、運動能力が低い幼
児は、自己主張的な発話をする中で、誰かに従属した発
話をしていることを示した。運動能力の違いで発話内容
に違いがあり、特にリーダー的な発話や仲間とのコミュ
ニケーションを積極的にとることは、運動能力と関連性
がありそうだとしている。
カ：テレビ・ビデオ視聴と運動能力との関係
　長谷川ら
７）
は、テレビ・ビデオ視聴率と体力・運動能
力の関連を探っており、テレビ・ビデオ視聴という静的
で対物的な活動に費やす時間の長い幼児は、短い幼児よ
りも体力・運動能力が低い傾向にあるとしている。また、
長時間のテレビ・ビデオ視聴と遅い就寝および起床時間
が体力・運動能力の低下を強めているとしている。
キ：基礎的運動パターンと運動能力との関係
　吉田ら
45）
は、保育者によって観察された基礎的運動
パターンと運動能力との関係について明らかにするため
に、運動能力種目と同形態の基礎的運動パターンの出現
頻度について比較した。その結果、移動系の３種目（25 ｍ
走／往復走、立ち幅跳び、両足連続跳び越し）は運動能
力群に有意な主効果は見られなかったのに対し、操作系
の３種目（ボール投げ、体支持持続時間、捕球）はいず
れも運動能力群の主効果が有意であったとしている。全
体的には各測定種目は特定の基礎的運動パターンとのみ
関連しているのではなく、様々な基礎的運動パターンと
有意に関連していたことから、様々な動きの経験が運動
発達と関係していることが示されている。
　幼児の運動能力に影響を及ぼす様々な要因が検討され
た結果、母親の運動経験や活動量が及ぼす影響や、幼児の
テレビ・ビデオ視聴時間といった「生活習慣」に関する
要因と、歩数を確保することによって身体活動量を高め
ていくことや様々な動きを経験するといった「運動環境」
に関する要因が運動能力向上に影響を与えることが明ら
かにされた。この２つの要因が運動能力の基礎を作って
いく上で重要であると考えられる。さらに積極的な発語
が運動能力に影響するという結果や、幼児の身体部位認
知力を高めることが運動能力向上に影響するという結論
も得たことから、運動能力向上のためには生活環境や運
動環境を整えるとともに、身体部位認知力や社会性の向
上も重要な要素であると考えられる。発育発達過程から
みると、幼児期は積極的に運動スキルを獲得する時期で
はないため、様々な遊びに主体的に取り組み、仲間とと
もに活動することで運動能力向上を図るという視点も必
要である。
（２）運動能力の構造解明（表２）
　運動能力の構造を明らかにするため、発達速度曲線の
分類、二極化の検討、加齢による変化構図の作成、体格発
育と運動能力発達との関係構図の検証が行われている。
その中で、池田ら
13）14）
は、体格と 21 項目の運動能力テ
ストを実施し、発達速度曲線を男女別に作成し、運動能
力の項目別に二極化の現状を検討している。また、藤井
ら
４）
は、男女児とも運動能力の発達は体格の発育にそれ
ほど大きく制御されないと報告した。
（３）運動能力の測定と評価方法（表３）
　村瀬
21）
は幼児用の握力計を利用して、保育現場で活
用できる握力の基準値の作成を試みた。また同論文の中
で、今後の幼児期の体力・運動能力測定における課題と
して、測定項目や測定方法の標準化の必要性を指摘して
いる。
幼児の運動能力に関する 2000 年以降の研究動向と今後の課題
− 196 −
表１　運動能力とその他の要因の関係性
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　大石ら
32）
は、運動能力測定項目としての全身反応時間
の信頼性について、神経系機能の成熟段階にある成人と
比較しても同等の信頼性を得ており、幼児から成人に至
までの神経系に関与する運動能力を評価できる測定項目
であると結論付けている。
（４）子どもの運動能力の年次推移（表４）
　宮口ら
24）
は、1985 年と 2013 年の幼児の体力・運動能
力の測定結果を比較し、28 年前より体格がわずかに低
下し、児童で見られるような大型化は認められず、基礎
的な運動能力も全てにおいて低下していると報告してい
る。渡部ら
43）
の研究では、1993 年から 2008 年までの 15
年間の女児の年次推移を明らかにしているが、４・５歳
児に限り、25 ｍ走・立ち幅跳び・片足立ちが年々低下傾
向にあるとした。また、藤井ら
３）
は、1969 年から 1999
年までの体格および運動能力の年次推移について検討
し、体格では大きな変化は示さなかったが、運動能力で
は走、跳能力においては増加傾向を、投能力では減少傾
向を示したと報告している。
　これら３つの論文は調査期間や測定項目に若干の違い
表２　運動能力の構造解明
表３　運動能力の測定と評価方法
表４　子どもの運動能力の年次推移
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表６　運動能力の測定項目
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があり、そのことが結果に影響している可能性がある。
今後は就学後児童で実施されているような統一された期
間および測定項目で検討していく必要があるのではない
かと考える。
　なお、今回の調査結果では「子どもの運動能力の年次
推移」に関する論文は３件のみであったが、近藤・杉原
ら
36）
が 1966 年以降５年から 10 年のスパンで就学前の幼
児を対象に全国的な大規模調査を実施し、調査結果を報
告している。しかしながら、今回の研究では学術論文の
みを抽出しているため、言及は避ける。
Ⅳ　運動能力の測定項目に関する検討
　運動能力の測定種目は様々だが、多くは幼児運動能力
研究会が提案している MKS 運動能力検査や、東京教育
大学体育心理学研究室作成の運動能力テスト、日本幼児
体育学会提案の運動能力テスト、体育科学センターの
調整力テスト、Gallahue and Donnelly の Fandamental 
Movement SkillsModel といった評価方法が用いられて
いた。しかし、就学後に実施されている統一的な体力テ
ストとは違い、調査を実施する場所や研究者の目的など
によって、測定内容の変更がなされていることが多く、
統一されたものではない。
　この中でも特に多く取り上げられていた、MKS 幼児
運動能力検査は、「東京教育大学体育心理学研究室作成
の幼児運動能力検査の改訂版」と呼ばれてきたものであ
る。MKS とは国内において幼児の運動能力研究の中心
的役割を担ってきた松田・近藤・杉原のそれぞれの頭文
字をとったものである。MKS 幼児運動能力検査は、実
施上の問題点を改善することや幼児期の運動発達を考慮
することを目的に年次推移的に種目の変更がおこなわれ
ている。MKS運動能力検査の測定種目の変遷は表５の通
りである
30）
。また保育現場など、現実的な測定場面をみ
ても、MKS 幼児運動能力検査の全ての測定項目を実施す
るのではなく、その中から目的に応じた種目選択がなさ
れている現状がある。
　今回概観した 29 編の先行研究では、96.6％が MKS 幼
児運動能力検査に代表されるような「25m 走（または
往復走）」「立ち幅跳び」「ソフト（またはテニス）ボー
ル投げ」「体支持持続時間」「両足連続跳び越し」「捕球」
といった運動能力に着目した測定が実施されていた。29
編のうち、１件のみが MKS 幼児運動能力検査に含まれ
る項目での調査ではなく、全身反応時間の測定を実施し
ているという結果となった。MKS 幼児運動能力検査に
含まれている以外の測定項目として、「跳び越しくぐり」
「反復横とび」「握力」「長座体前屈」「懸垂」「片足立ち」
「垂直跳び」「ボールつき」「20m 走」「両手投げ」「平均
台歩き」「そんきょバランス」「ティーバッティング」「前
後跳び」「ハードル走」「パターゴルフ」「フープ転がし」
「キック距離」「ケンケンパ跳び（大）」「往復走ポテトレー
ス」「起き上がりダッシュ」「全身反応時間」等といった
項目があった。（表６）
　今回概観した調査で多く測定されている項目は、「立
ち幅跳び」（96.6％）、「ソフト（またはテニス）ボール投
げ」（82.8％）、「25m 走（または往復走）」（72.4％）といっ
た項目であり、追って「跳び越しくぐり」（34.5％）、「体
表５　MKS幼児運動能力検査の測定種目の変遷
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支持持続時間」（31.0％）、「両足連続跳び越し」（24.1％）
という結果となった。
　また、測定項目をカテゴリー化してみると、「跳」「投」
「走」「筋力」「体の操作」「捕」「蹴」「物の操作」「バラ
ンス」「柔軟性」「反応」に分類することができた。分類
が難しい項目に関しては「その他」に分類した。（表６）
MKS 幼児運動能力検査で測定されている項目以外のカ
テゴリーとして、「蹴」「物の操作」「バランス」「柔軟性」
「反応」といった測定項目が挙がったことから、幼児の
運動能力を測定する観点は様々あると考えられる。全国
で一貫した「幼児の運動能力調査」を実施するためには、
これらの項目の統一化も必要であると考える。
Ⅴ　運動能力測定と合わせて調査されている項目に関す
る検討
　運動能力測定と合わせて調査されている項目は、体
格（69.0％）、保護者への調査（子どもに関する質問）
（24.1％）、運動遊びの実施（13.8％）、歩数（10.3％）、活
動（10.3％）、ラダー（6.9％）、保育者への調査（子どもに
関する質問）（3.4％）、保護者への調査（保護者自身に関
する質問）（3.4％）、園調査（環境や保育内容）（3.4％）、
基本的運動パターン（3.4％）、全身反応時間（3.4％）、発
話記録（3.4％）、DAM 法（34％）などが挙げられてい
た。
　運動能力測定と合わせて調査されている項目から考え
ると、体格や子どもを取り巻く環境、活動経験、保護者
の意識などが運動能力と関係すると考えられているので
はないかと推測される。（表７）
Ⅵ　2000年以前の研究との比較
　村瀬ら
23）
は、1999 年までを対象に、学術雑誌「体育
学研究」「体力科学」に掲載された幼児の体力・運動能力
などの先行研究をまとめている（表８）。1999 年以前の
体力・運動能力の研究は、「体力・運動能力の構造解明」
や「体力・運動能力の加齢変化と男女差」「体力・運動能
力の測定と評価方法の検討」が行われており、今回調査
した 2000 年以降の研究動向と比較してみると、運動能力
に関する調査の方向性は変わっていないようである。穐
丸
２）
は、1970 年代には発達論的観点で解析を行い、環境
と発達について報告する研究があり、1980 年代に入ると
幼児の運動中の生理機能の発達に関する研究が増加し、
1990 年代には、幼児の運動発達の測定法や評価法につい
て精度の高い研究が報告されており、幼児の運動能力に
影響を与える環境との関係や、遊び・生活時間的環境な
どとの関係、人的環境の関係、空間的環境との関係、そ
の他の環境との関係とに分類し、それぞれの関係性につ
いて研究が行われるようになったと述べている。この点
に関しても、2000 年以降の調査項目と大差はなく、運動
能力に関する研究の方向性や課題は 2000 年以前と以後
で大きく変化していないようである。
　2000 年以前から課題とされていた幼児期における全
国統一の運動能力の測定は現在も実施されていない。今
回の調査でも明らかになったように、調査項目が一致し
ている研究は皆無である。村瀬ら
22）
も指摘しているよ
表７　運動能力測定と合わせて調査されている項目
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表８　幼児の体力・運動能力に関する「体育学研究」と「体力科学」に掲載された研究一覧
 （村瀬・出村作成　2005　一部改変）
大阪総合保育大学紀要　第 13 号　2018
− 203 −
うに、保育者が運動能力の測定と評価に関する基礎理論
を学ぶ機会が少ないことや、それぞれの園が測定用具や
器具を所有していない場合も多く、幼児期を対象にした
統一調査を実施することが難しいということが推察され
る。また、運動能力にどのような環境要因が大きく影響
するかについて様々な調査報告はあるものの、2000 年以
前から現在に至るまで研究の方向性や課題は大きく変化
しておらず、統一した運動能力測定も実施されていない
ため、運動能力を調査した結果の比較が難しく、確定的
事実が明らかになっていないのが現状である。
Ⅶ　まとめ
　幼児の運動能力に影響を及ぼす要因解明のため様々な
視点で研究がなされており、運動能力向上のためには、
生活環境や運動環境を整えるとともに、身体部位認知力
や社会性の向上も重要な要素であるということが明らか
にされている。幼児期は積極的に運動スキルを獲得する
時期ではないため、様々な遊びに主体的に取り組み、仲
間とともに活動することで運動能力向上を図るという視
点が必要であることが示唆された。運動能力の構造解明
や測定と評価の方法、運動能力の年次推移の研究も行わ
れているが、継続的に統一された調査が行われていない
ため、標準化することが難しい現状にあるといえる。
　幼児の運動能力を評価するための項目としては、25m
走や立ち幅跳び、体支持持続時間といった「運動スキ
ル」を評価するものが中心であるが、就学後に実施され
ている体力テストとは違い測定項目が統一されていない
ことが明らかとなった。村瀬ら
22）
が報告する通り、就
学後の体力テストのように全国統一の測定項目や測定方
法が確立されているわけではなく、保育現場における運
動能力測定実施率も高くない。これらは 2000 年以前か
ら課題とされており、幼児の発育発達特性を考えると運
動能力測定には様々な課題があるといえる。
　それらの一要因として、保育現場における測定の必要
性に関する認識が低いことが挙げられる。保育現場でも
幼児の体力・運動能力を把握し、保育に役立てることに
理解はあるが、「運動スキル」としての体力・運動能力
の測定では現実的に幼児に生じる様々な事象を解決する
糸口をつかめずにいるのが現状ではないだろうか。保育
者を対象としたアンケート調査からも、保育現場におけ
る体力・運動能力の捉え方は、日常生活の中で自分の体
をスムーズに動かすことができる基礎的な力や、身のこ
なしがスムーズであるかという点であると指摘されてい
る
18）
。更に保育現場では、運動能力測定を実施するので
はなく、日常の園内における運動あそびの様子の観察を
通して把握することが大切だとされる傾向にあるとして
いる
22）
。また、保育現場において「運動スキル」による
測定が受け入れられにくい要因として、幼児期は発達の
個人差が大きく、多種多様な幼児が在籍する保育の現場
において、走・跳・投の力を一律的に伸ばす取り組みは
不相応であると考える。この時期は様々な動きの体験が
重視され、自分の体を思い通りに動かす力の獲得や、身
のこなしの獲得を重要視すべきであるとし、子どもの主
体的な活動を促すことや、遊び空間や遊び時間の確保、
保育者や保護者の意識が重要であるとされているからで
ある。運動能力向上のために、主体的な活動やコミュニ
ケーション能力が必要とされていることからも
26）33）35）
、
「運動スキル」や「運動能力」という視点に捉われず、
様々な視点から子どもの身体の育ちを見ていく必要があ
るということである。猪飼
10）
が階層化した体力構成要素
には精神的要素も含まれており、幼児の発育発達過程と
考え合わせると、この時期は身体的要素に偏重した項目
を選択するよりは、精神的要素に注目した項目を実施す
ることも重要になるのではないかと考える。
　また塩見
34）
は、2011 年段階で評価法の統一がされて
いない点や報告数が少ないことにより、十分なエビデン
スを得られておらず、運動指針を策定するに至っていな
いことも課題として挙げており、今後は国家レベルでの
組織的大規模調査が必要であると述べている。そしてそ
の後、2012 年には文部科学省が「幼児期運動指針」
28）
を
策定し、全国の幼稚園・保育所に発信している。しかし、
松田
20）
の調査によると幼稚園・保育所での幼児期運動の
活用状況は 18.8％であったと報告されており、岸本
16）17）
の同様の調査では、幼稚園での活用率が 31.1％、保育所
での活用率は5.6％と報告されている。自治体による差は
あると考えられるが、保育の現場で幼児期運動指針を活
用している割合は低い状況であることが分かる。今後、
更に全国的に幼児期運動指針の認知度を上げるための取
り組みが必要である。
Ⅷ　今後の課題
　今後の課題として、運動能力測定の結果を評価すると
いった方法だけではなく、幼児期に適した運動能力に関
連する測定指標が必要であり、その測定指標を統一され
た評価法で継続的に実施していくことが重要となる。村
瀬ら
22）
は、保育現場における運動能力測定の実施率が低
い理由の一つに、子どもの体力・運動能力は日常の運動
あそびの様子を観察して把握することが重要視される傾
向にあることを指摘しており、運動能力測定項目が統一
されていない現状も踏まえて考えると、保育者が必要と
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する測定項目を検討していく必要があると考える。例え
ば、幼児期運動指針ガイドブック
29）
に示されている「幼
児期に経験する基本的な動きの例（28 種類）」を踏まえ
た「動きの経験値を測る評価項目」を作成することで、
保育者が重要視している「運動あそびの様子を観察する
こと」による評価が可能になると考える。実際に活動し
ている子どもの動きを観察し、子どもが獲得している力
を確認できるような「動きの経験値を測る評価項目」の
作成を検討することが求められる。
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Research Trends and Future Tasks after 2000 on Infants’ 
Athletic Ability
Misako Kishimoto
Osaka University of Comprehensive Children Education Graduate School
　This study aims to conduct national research on the infants’ athletic ability from 2000 to 2018 
and elucidate how the infants’ exercise ability was captured and evaluated. The trends of previous 
studies facilitated classifying the athletic performance into the following four perspectives: research 
that investigated the relationships of other factors; research aimed at elucidating the athletic ability 
structure; research measuring and evaluating the athletic performance; and research on the annual 
transition of children’s athletic ability. Measurement items of the athletic ability differed from the 
physical fitness test, which was conducted after attending school, elucidating that measurement 
items are not unified. This study suggests that the implementation of a unified national survey on 
the exercise capacity for infants is difficult from the perspective of development. In the future, it is 
desirable to create “evaluation items that measure the experience value of movement” based on the 
developmental characteristics of early childhood.
Key words：child, exercise capacity, measurement item, evaluation method, experience value of 
movement
